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注)
(1)藻利重隆 『経営学の基礎(新訂版)』森山書店 昭和48年,25頁-27頁 参照｡






































































































































































































































































































































































































































































































































拙著 『企業政策論の展開』千倉書房 昭和63年,第 4章 ウルリッヒの企業政策論,
112頁以下 参照｡

















































































































































































































































植木和弘 『環境経済学』岩波書店 1996年,161頁以下 参照｡
上の引用文は 『同』162頁｡
(3)ミューラーの鍵概念とも言うべき ｢有効性｣と ｢能率｣ という用語は,バーナード(C.
























































































































































































































































































































































































































支補 援完及括び動 上 位 給 付 成果
有 効 性 志 向 の 給 付
能 率 志 向 の 給 付
中 輿 資 資 袷 口ジ マーケ 製｡ 蘇客- 磨秦
JLヽ準 品開 源獲 源調 付坐 スフ~イ チィ ロP刺 サIビ 物処



























































拙稿 ｢環境管理と 『環境志向の生産管理』｣,229頁 参照｡
(4)コントローリングについては,次を参照のこと｡
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(∋最初に指摘しなければならないことは,彼が導入している｢連合モデル｣
に関することである｡ミューラーは企業内外の連合者の欲求に応じ,彼
等に満足を与えなければ,企業の生活能力が失われその存続を不可能に
すると主張している｡
しかし,あらゆる連合者全てを満足させるということは非現実的主張
以外の何者でもないと解される｡企業内部の連合者については,そこに
目標シナジーが成立する可能性を否定することはできない｡しかし,企
業外部についてはどうだろうか｡現実は,企業外部には多種多様な連合
者が存在し,彼等の要求もまた多種多様であり相反するのも多い｡企業
はそのような多種多様な利害のすべてに応えることは不可能であり,何
らか価値基準にしたがって何らかの価値判断が強制されるのである｡そ
の価値基準の解明がまさに現代企業の経営者に課せられた課題であると
いうことができるであろう｡
②次に指摘しなければならないことは,彼の ｢環境概念｣である｡一般的
に,環境とは,何らかの主体を取 り囲みその主体にとって意味のある,
経済的,社会的,生態的存在,と理解する見解が多数であろう｡これに
対して,ミューラーは ｢自然環境｣のみを環境と呼び,その他の存在は
すべて ｢外界｣という言葉で一色単に処理している｡
確かに自然環境はいわゆる環境問題の核心を為していることは否定で
きないが,そうだとしても企業を取り巻 くすべての存在を ｢外界｣とい
う,理解しやすいが漠然とした概念で一括りすることに,いかなる科学
的メリットがあるのであろうか｡善意に解釈すれば,｢自然｣という環
境を強調したいがためにそれのみを ｢環境｣と呼ぶ,とも理解できるが,
著者にとっては極めて不可解である｡
③最後に指摘したいことは,ミューラーによれば環境管理は何らかの価値
が取 り入れられた規範的管理であるが,この価値の判断基準はいかなる
ものか,ということである｡企業を利害関係者から構成される ｢連合｣
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として理解するならば,この価値基準の意義はますます重要になる｡連
合者の持つ価値基準はこれもまた多種多様であるからである｡
連合である企業の目標は連合者の目標から構成されるとすれば,そこ
には連合著聞の交渉と権力闘争が生起し,その結果として企業目標が定
まるのが論理的帰結であろう｡そこには制度としての企業目標は存在し
ない｡これもまた,非現実的な企業理解である｡連合理論によれば,企
業の目標あるいは指導原理は常に変化する,と理解されるからである｡
しかし,企業の指導原理はその生得的原理として理解される｢営利原則｣
以外にはありえないのではなかろうか｡
さて,我々の次の課題は本稿で確認されたミューラーの概念規定とア
プローチに基づき,彼は企業の ｢生活能力｣をどのように理解している
か,をさらに深く解明することである｡本稿は指定された枚数を大幅に
超えてしまったので,この課題は次稿において果たすこととする｡
